
２２０１２年７月号

村職員の給与は、その職務の内容に応じた

給料と期末・勤勉手当や扶養手当などの諸手

当から成り立っています。

また、国家公務員や民間企業の従業員の給

与などを総合的に考慮して、村議会で議決さ

れた「職員の給与に関する条例」に基づいて

支給しています。

こうして定められた村の給与制度は、国の

制度に準じていますが、議員および職員の役

職加算については独自の削減をしています。

村の人件費の概要について、次のとおり公

表します。

村職員の
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計１級２級３級４級５級６級区分

―
主事

事務補
主事

係長

主査・主任

主幹

係長・主査

課長

主幹

課長

主幹

標準的

な職務

５０人３人３人６人１３人１６人９人職員数

１００.０％６.０％６.０％１２.０％２６.０％３２.０％１８.０％構成比

過等級別職員数の状況 （平成２４年４月１０日現在）

課職員給与費の状況

一人当た

り給与費

（Ｂ/Ａ）

給 与 費
職員数
（Ａ）

年度
計（Ｂ）諸手当期末・勤勉手当給 料

６２５３２,５０１３,７４４７,２３７２１,５２０５２人平成２３

６２１３２,９０９３,６３０７,２７８２２,００１５３人平成２４

（単位：万円）

＊職員数は平成２４年度当初予算の人数です。（特別職を含む）

＊平均給料額は平成２４年度給与実態調査によるものです。

嘩職員の平均給料月額･平均年齢状況

平均年齢平均給料額区 分

４１.８歳３２９,６００円一般行政職

採用２年経過給与月額初任給区 分

１８５,８００円１７２,２００円大学卒業一 般

行政職 １４８,５００円１４０,１００円高校卒業

貨初任給と採用２年経過の給与月額
（平成２４年４月１日現在）

迦職員手当の状況

（支給率） 自己都合 定 年
勤続２０年 ････ ２３.５０月分 ３０.５５月分
勤続３０年 ････ ４１.５０月分 ５０.７０月分
勤続３５年 ････ ４７.５０月分 ５９.２８月分
最高限度 ････ ５９.２８月分 ５９.２８月分

退職手当

期末・勤勉

手 当

◎配偶者 １３,０００円
◎配偶者以外 １６,５００円
◎１人（配偶者なし） １１１,０００円
◎特定期間の加算 １５,０００円

扶養手当

片道通勤距離２km超の者で、交通機関等利用通勤手当

借家で、１２,０００円を超える家賃を支払っている職員住宅手当

計勤 勉期 末

１.９０月分０.６７５月分１.２２５月分６月期

２.０５月分０.６７５月分１.３７５月分１２月期

３.９５月分１.４０月分２.６０月分計

特別職、村議会議員などの報酬月額は次

のとおりです。

なお、特別職などの報酬については、一

般職員とは別に、村内の各公的団体等の代

表によって構成される「占冠村特別職報酬

等審議会」の答申を受け、村議会の審議を

経て条例で定められています。
（平成１７年４月１日改定）

村村長･議員など村長･議員などのの
報酬状報酬状況況

月 額区 分月 額区 分

２２５,０００円議 長６４８,０００円村 長

１７０,０００円副議長５６２,０００円副村長

１５０,０００円常任委員長５３９,０００円教育長

１４５,０００円副常任委員長

１４０,０００円議 員

１.９０月分６月期（三役）期末手当

２.０５月分１２月期

３.９５月分合 計

１.９０月分６月期（議員）

２.０５月分１２月期

３.９５月分合 計

（平成２４年４月１日現在）

本年度に限り職制上の段階、職務の級などに
よる加算措置なし。
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５
月

日
、
国
民
健
康
保
険
運

２４

営
協
議
会
が
開
催
さ
れ
、
国
民
健

康
保
険
事
業
の
平
成

年
度
実

２３

績
見
込
み
を
確
認
し
、
平
成

年
２４

度
の
税
率
に
つ
い
て
協
議
し
ま

し
た
。
加
入
者
数
や
所
得
額
等

か
ら
算
定
し
た
保
険
税
と
、
そ
の

年
に
予
測
さ
れ
る
医
療
費
か
ら

病
院
な
ど
で
支
払
う
一
部
負
担

金
と
国
な
ど
か
ら
の
補
助
金
を

除
い
た
金
額
を
比
較
し
た
と
こ

ろ
、「
平
成

年
度
の
税
率
は
前

２４

年
と
同
様
で
改
正
し
な
い
」
こ
と

を
決
定
し
ま
し
た
。

国
民
健
康
保
険
の
財
源
構
成

（
平
成

年
度
決
算
見
込
額
）

２３

【
税
率
】

国
民
健
康
保
険
税
は
世
帯
主

に
課
税
さ
れ
、
医
療
分
、
後
期
高

齢
支
援
分
、
介
護
分
に
分
か
れ
て

い
ま
す
。
課
税
さ
れ
る
対
象
は
、

所
得
や
資
産
、
加
入
人
数
で
、
次

の
表
に
よ
り
計
算
し
ま
す
。

【
税
の
軽
減
】

ま
た
、
世
帯
の
所
得
合
計
額
が

次
の
表
に
示
す
額
以
下
の
場
合
、

均
等
割
と
平
等
割
の
額
か
ら
そ

れ
ぞ
れ
軽
減
割
合
を
乗
じ
た
額

を
減
額
し
ま
す
。

【
解
雇
な
ど
に
よ
り
失
業
し
た
方

の
国
民
健
康
保
険
税
額
を
軽
減

す
る
制
度
】

平
成

年
度
か
ら
、
倒
産
・
解

２２

雇
な
ど
に
よ
る
失
業
、
雇
い
止
め

や
雇
用
期
間
満
了
な
ど
で
離
職

を
余
儀
な
く
さ
れ
た

歳
未
満

６５

の
方
に
対
し
て
、
国
民
健
康
保
険

税
額
を
軽
減
す
る
制
度
が
設
け

ら
れ
ま
し
た
。

軽
減
を
受
け
る
た
め
に
は
申

請
が
必
要
で
す
。
雇
用
保
険
受

給
資
格
者
証
と
印
鑑
を
持
参
の

う
え
、
総
務
課
税
務
担
当
で
手
続

き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

支
払
い
が
困
難
な
方
は
ご

相
談
く
だ
さ
い

国
民
健
康
保
険
税
は
３
期
に

分
け
て
納
め
て
も
ら
う
よ
う
通

知
し
て
い
ま
す
が
、
支
払
い
が
困

難
な
場
合
は
、
実
情
に
応
じ
た
支

払
い
方
法
の
相
談
を
受
け
付
け

ま
す
の
で
、
お
早
め
に
税
務
担
当

へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
税
の
納
付
が

な
い
場
合
、
国
民
健
康
保
険
の
給

付
の
差
し
止
め
を
し
た
り
、
い
っ

た
ん
医
療
費
を
全
額
自
己
負
担

し
て
い
た
だ
く
と
い
う
措
置
を

と
ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税
は
期
日

ま
で
に
納
め
ま
し
ょ
う

国
民
健
康
保
険
と
は
国
民
健

康
保
険
に
加
入
す
る
皆
さ
ん
が

全
員
で
お
金
を
出
し
合
い
、
病
気

や
ケ
ガ
を
し
て
お
医
者
さ
ん
に

か
か
っ
た
と
き
の
医
療
費
に
あ

て
る
助
け
合
い
の
制
度
で
す
。

皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ

く
国
民
健
康
保
険
税
は
、
国
民
健

康
保
険
制
度
、
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
、
介
護
保
険
制
度
を
支
え
る

大
切
な
財
源
で
す
。

皆
さ
ん
が
安
心
し
て
医
療
を

受
け
ら
れ
る
よ
う
、
国
民
健
康
保

険
税
は
必
ず
納
め
ま
し
ょ
う
。

◆
国
民
健
康
保
険
税
に
関
す
る

お
問
い
合
せ

総
務
課
税
務
担
当

電
話

‐
２
１
２
５

５６

◆
各
種
届
出
や
給
付
に
関
す
る

お
問
い
合
せ

保
健
福
祉
課
国
保
医
療
担
当

電
話

‐
２
１
２
２

５６

※世帯単位で課税するため、世帯本人が他の健康保険に加入していても、世帯主あて
に納税通知書を送ります。その場合、世帯主の所得等は計算されません。

※介護分は４０歳から６４歳までの加入者に対し計算されます。
※７５歳から後期高齢者医療保険に移行することになりますが、移行することによって
国民健康保険が単身世帯となる場合は、平等割を５年間半額とします。

平
成

年
度

２４

国
民
健
康
保
険

税
の
概
要
を
お

知
ら
せ
し
ま
す

国国民健国民健康康
保険税保険税
１７.６１７.６％％

国庫支国庫支出出
金金
２３.４２３.４％％

前期高前期高齢齢
者交付者交付金金
１２.９１２.９％％

そのその他他
４６.１４６.１％％

介護分後期高齢支援分医療分課 税 区 分

１.００％１.８０％４.９０％所得金額－３３万円（基礎控除）×税率所得割

８.００％１４.００％３８.００％固定資産税（土地・家屋）×税率資産割

５,２００円５,７００円１６,０００円加入者の人数×金額均等割

４,４００円７,９００円２２,３００円一世帯の金額平等割

軽減割合世帯の所得合計額

７割３３０,０００円

５割３３０,０００円＋（２４５,０００円×世帯主を除いた加入者数）

２割３３０,０００円＋（３５０,０００円×加入者数）

平成２３年３月３１日以降に離職された方で、雇
用保険受給資格者証の離職理由が特定受給資
格者および特定理由離職者と認定された方

対象者

離職日の翌日の属する月から、その月の属す
る年度の翌年度末まで

軽減される期間

軽減対象期間の税額算定において、該当者の
前年の給与所得を１００分の３０とみなして所得
割を算定します。

軽減方法


